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１．研究計画の概要 

(1)研究の目的 

本研究では，以下の①～③に重点をおき，

日米韓の非営利セクターの展開を解明す

るための国際比較調査研究を行う。 

① 各国の人々が，非営利セクターに何を期

待し，何を期待していないか。言い換え

れば，政府セクターとの相対的関係にお

ける公私分担のあり方を各国でどのよ

うに考えられているか。 

② 各国における非営利セクターの位置づ

け，例えば人々の働き方や関心事との関

係といったような構造的な側面を明ら

かにし，非営利セクターの構造的な国際

比較を行う。 

③ 諸外国との非営利セクターとどれほど

の関わりがあるか。特に，日本，米国，

韓国の三カ国の非営利セクターに焦点

をあてた国際協調の現状を明らかにし

ていく。   

 (2)研究の内容 

平成19年度に日本調査，20年度に米国

調査，21年度に韓国調査を実施する。な

お，どれも全国レベルの標本調査である。 

平成22年度は，過年度の個別の調査デ

ータの分析を進めると共に，19年～21年

度に収集した各国の調査データを総合的

に分析し，最終報告書の作成と調査デー

タの公開準備を中心として作業する。 

 

２．研究の進捗状況 

 (1) 日本調査 

① 日本調査の実施 

日本調査については，初年度（平成 19 年度）
に個別訪問面接聴取法によって実施した。そ
の結果については，『市民の政治参加と社会
貢献の国際比較―日本調査報告書―』及び同
英語版の報告書の発刊により，公表した。 

② 日本調査の分析 

二年目の平成 20 年度において，日本調査
で得られた結果を分析して，日本行動計量学
会第 36 回大会において，三件の口頭発表を
行った。 

 (2) 米国調査および日本電話調査 

① 米国調査の実施 

初年度のうちに，米国調査の準備のため，
インディアナ大学とミシガン大学に訪問し，
米国調査の設計のための情報を収集した。 

二年目の平成 20 年度に，米国本土住人に対
する標本調査（電話調査）を実施し，その結
果については，報告書（日本語版・英語版と
もに）の発刊を通じて公表した。 

② 日本電話調査の実施 

電話調査（RDD）である米国調査と前年度
の日本調査（面接調査）との比較可能性を検
証するため，補助的な調査として，一部の質
問項目の電話調査を日本でも行った。その結
果については，『政治参加と社会貢献の計量
分析―日本 RDD 調査の集計と日本面接調査
の分析―』において公表した。 

③ 電話調査の発信結果の分析 

日本面接調査および日本 RDD 調査の質問
文の回答傾向を検証し，その結果を日本行動
計量学会第 37 回大会において「質問文の変
更とその影響の有無について－国民性調査
とその関連調査から－」として発表した。 
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また，日米の電話調査（RDD）については，
2009 年度統計関連学会連合大会および 2009

年度世論調査協会研究大会において，RDD

調査の発信結果記録の分析結果を報告した。 

 

 (3)韓国調査 

平成 21 年度に，韓国全土で社会調査を実施
した。この調査の結果については，『市民の
政治参加と社会貢献の国際比較―韓国調査
報告書―』により公表した。 

  

３．現在までの達成度 

 ②おおむね順調に進展している。 

 理由：本研究の主要な実施事項である三カ
国での社会調査（日本，米国，韓国）を無事
遂行することができたため。 

なお，実施上の事情から当初の予定を変更
し，米国では電話調査を行ったため各国の調
査方法（モード）が統一できなかったが，補
助的な調査として日本でも電話調査を実施
できたので，最終的には，全体として国際比
較可能な調査プロジェクトとなっている。 

 

４．今後の研究の推進方策 
今後は，前年度までに実施した各国の調査

（日本面接調査，米国調査，日本電話調査，
韓国調査）のデータ分析を別々に進めると共
に、各国の調査データを統合した連結データ
を作成し，各国の調査結果を総合的に分析す
る。その上で、最終報告書の作成と調査デー
タの公開準備を中心として作業する。 
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